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ニューリテールがもたらすEコマースの進化
― 中国ニューリテールの現状と我が国への影響 ―

The evolution of e-commerce which brought by new retail:
Current status of China's new retail and its impact on Japan

小嵜 秀信 *
KOSAKI Hidenobu

【要旨】　中国における E コマースの発展は，急速な市場拡大を続け，現在では EC 化率20％にまで成長を遂げた。E コ

マース先進国であるアメリカや我が国以上の発展をし続ける要因には，E コマース普及時にまだ既存流通が未成熟であった

事，経済成長のタイミングとうまく重なった事などがあげられる。その中国で，新しい流れとしてニューリテールという概念

が登場し，現在急速に普及をしている。ニューリテールとはどのような概念であるのか，なぜニューリテールの概念が生ま

れたのかを通じて，今後の発展の方向性とそれにより生まれる新たな流通の姿を明らかにする。

【Abstract】　Template: The development of e-commerce in China has continued to expand rapidly, and its ratio has 

been growing up to 20% in the market. The immature of the existing distributions during the spread of e-commerce, 

besides, riding on the wave of economics development is the best timing, etc. can explain why Chinese e-commerce 

is now surpassing America and Japan, which were the developed countries. In China, the concept of New Retail has 

emerged as a new flow, and it is spreading rapidly now. Taking through what is the concept of New retail and why it 

was born, the direction of future development and the new form of contribution can be revealed.
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1 　はじめに

ニューリテール（中文名：新零售）とは，E コマース先
進国である中国において生まれた新しい流通の概念であ
る。従来までは E コマースの普及により，O2O（Online 

To Offline）という概念が登場し定着をした。近年では
ニューリテールの概念の登場に伴い OMO（Online-Merge-
Offline）という言葉に変化をし，ネットとリアルが融合し流
通自体がネット化するという新しい概念が登場した。そし
て今までとは全く違う新しい流通が生まれ始めている。

ニューリテールに関し，新しい概念が生まれた背景，

＊　東海大学総合社会科学研究所客員准教授
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ニューリテールにおけるビジネスフレームワーク，今後の
発展，の 3 つの視点から，今後日本でも流通に大きな変革
を与える可能性のあるニューリテールの本質を明らかにし
ていきたい。

２ ．ニューリテールが生まれた背景

E コマースの発展は，マルチチャネルからクロスチャネ
ル，そしてオムニチャネルへと時代の変化と消費者の購買
行動の変化に伴い，発展をしてきた。特にオムニチャネル
の普及においては，単なるネット戦略の域を超え，小売業
の業態変化ともいえる発展を遂げている。

2-1　日本 Eコマースの発展
日本の E コマースの市場規模は2017年で16兆5,054億円

にまで成長しており，流通に占めるネットの割合である
EC 化率は5.79% となっている1 ）。特に昨今では，消費者
がスマートフォン（以下スマホ）を手にしたことによる購
買行動変化が起こっている。スマホを使った商品検索で
は，場所時間を選ばず，商品の内容に関する情報のみなら
ず商品価格に関しても自由に入手することが可能となる。
そのため，消費者は，店頭において，店員よりも詳しい知
識をスマホから入手し，適正価格および最安値調査も行う
ことができる。また，スマホでの E コマースは，スマホ上
のアプリ（以下 APP）を含めた技術革新による UI 改善と
回線速度向上や定額料金制度の普及により大きく成長をし
ており，ショールーミングと呼ばれる消費者が店頭で商品
の実物を確認したうえで価格調査をしながら最適な購入を
行う購買行動が，進んでいる。この様な消費購買行動の変
化は E コマースにも大きな影響を与え，オムニチャネルと
呼ばれる消費者視点での新しい流通形態が生み出され，既
存小売業もリアル店舗と E コマース，ネットメディアとの
シームレスな連動に対応することが不可欠となった。

2-2　中国 Eコマースの発展
中国のEコマース市場規模は2017年で 7 兆1751億元（約

118兆3,892億円）2 ）となり，世界第一位の E コマース市場
規模となっている。（図 1 ）EC 化率に関しては20％を超
え，ネット流通が既存流通のインフラの一つとして確立を
している。中国において，E コマースが急成長をした要因
については，
１ ）�既存流通（リアル流通）網が発展をする前に E コ

マースが発展した。また，巨大な国土のため，通販
が普及しやすい土壌があった。

２ ）�アリババという有力企業が市場をけん引した。

３ ）�スマホの急速な普及と電子マネー APP の急速な普
及により，スマホを使ったネット購入に対するハー
ドルが下がった。

などが主なものである。
中国での急速な E コマース市場の拡大は，既存流通に

も大きな影響を与え，欧米，日本同様に，リアルとネット
を結びつける O2O（Online to Offline）というビジネスモ
デルも普及をしている。
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図 1　中国 E コマース市場規模推移

2-3　アリペイとウィーチャットペイ
中国では，電子マネーの普及に伴い，キャッシュレス社

会が進んでいる。沿岸部と呼ばれる都市部地域ではもちろ
んの事，地方においてもキャシュレス化が浸透している状
況である。この電子マネーにおいて，市場をけん引してい
るサービスは，「支付宝（以下アリペイ，アリババグループ
企業）」「微信支付（以下ウィーチャットペイ，テンセント
グループ企業）」の二大電子マネーである。

アリペイは，元々ネット決済用のサービスとしてリリー
スをされた。中国 E コマース黎明期から大きく市場をけ
ん引してきた巨大 EC モール「淘宝（以下タオバオ）」の
主要決済サービスである。中国では，互いに信用をベー
スとした商取引の習慣が薄く，E コマース黎明期において
は，商品を販売し発送したがお金がもらえない，または，
お金は払ったが商品が届かない，という問題が存在するた
めに，E コマースの普及は難しいと言われていた。その中
でタオバオが大きく成長した要因として，アリペイがメイ
ンの決済手段として使われたことが大きい。アリペイはエ
スクローサービスと呼ばれる決済手段（売り手と買い手の
間に入ったアリペイがお互いの役務の完了を確認したうえ
で資金移動を行う）を導入しており，かつ決済手数料が
無料であるという点もアリペイの普及を支えた。その後，
ウィーチャットペイの登場により，リアルでの決済も可能
となる APP サービスをリリースし，電子マネーのインフラ
の一つとなった。2017年のアリペイの流通総額は約66兆元

（約1,089兆円），利用ユーザーは8.7億人 3 ） の中国最大の電



13

ニューリテールがもたらす E コマースの進化

第 2 号（2019）

子マネーである。
微信（以下ウィーチャット）は，テキストおよび音声の

メッセージツールとしてスマホの普及とともに急速に成長
した APP である。圧倒的なユーザー利用率で現在中国
におけるメッセージツールおよび SNS ツールとして最大
規模となっており，利用ユーザー数は10億5,900万人 4 ） に
まで成長した。そのウィーチャットに会話だけでなく，お
金のやり取りもできるサービスがウィーチャットペイであ
る。ウィーチャットペイは2013年 8 月にスタートし，若者
を中心に急成長を遂げた電子マネーである。現在のウィー
チャットペイの流通額は，約48兆元（約792兆円），利用
ユーザー数は約 8 億人 5 ） にのぼり，アリペイと並んで中国
の二大電子マネーの一つにまで成長をした。

その他
10.9%

ウィーチャットペイ
37.2%

アリペイ
52.0%

図 2　2017 年中国電子マネー市場シェア

2-4　中国での電子マネー普及要因
このように，急激なスピードで市場を拡大し，キャッ

シュレス社会を実現した中国電子マネーであるが，その急
成長の要因についてみてみる。基本としては，電子マネー
が中国人の習慣・志向に合っていたという点もあるが，や
はり利便性が高いという点が大きい。最大の要因は，個人
間送金と呼ばれる相互送金機能である。相互送金機能が
あることにより，電子マネー APP がスマホにインストール
されていれば，誰とでも電子マネーのやり取りが可能にな
る。この機能を使えば，店舗の支払いに関しても，送金機
能で対応ができるのである。日本において普及をしている
非接触端末型の電子マネーでは，店舗側が読み取り機器と
システムを用意し，顧客の端末から残額を移動させる（引
き落す）一方通行である。そのため，店舗側は設備投資
が必要になる。それに対して，相互送金機能を使った振り
込みによる支払であれば，店舗側にスマホなど端末がある
だけで，顧客側が QR コードを読み取り，代金を送金する
ことにより，支払いが完了する。もちろん，日本における
電子マネー決済の様に，チェーン店においては，POS シ
ステムと連動して，顧客側端末の QR コードを POS 側ス

キャナーで読み取り，引き落としをするタイプの決済も可
能である。そのため，大手店舗チェーンと個人商店では同
じ QR コードによる電子マネー決済と言え決済手法が異な
るものの，使用可能店舗の網羅率はほぼ100％となり，現
金との併用が要らないため，圧倒的な利便性を生み出し
ている。そのため，中国では電子マネーが急速に普及し，
キャッシュレス化を実現し社会インフラ化した。

この電子マネーインフラの活用により，リアルと結び
ついたスマホ APP による様々なサービスが広がっていっ
た。スマホ APP によるサービスにおいて欠かせない，少
額決済と個人情報の連携（引継ぎ）が電子マネーインフ
ラと API 連携したスマホ APP では可能になり，ユーザー
の利便性が圧倒的に高くなった。これにより，従来までの
キャリア（ChinaMobile，ChinaUnicom 等）や OS（iOS，
Android 等）ではなく，電子マネー APP がスマホにおけ
るプラットフォームの地位を築くことになる。また，これら
スマホ APP サービスが普及するほど，電子マネーの流通
額がさらに大きくなり，かつ利用履歴のビックデータが蓄
積されていくことになる。さらに近年では，ウィーチャット
のミニプログラムに代表されるウィーチャット APP 上で動
く（API 連携された）APP サービスが普及しており，今ま
でスマホ APP において課題とされてきた，APP インストー
ルの壁と個人情報および決済情報入力の壁を取り払うこと
ができるため，急速に普及をしている。特にウィーチャッ
トのミニプログラムは急速に数が増え，現在では100万以
上のミニプログラムがリリースされ，利用者数は2.8億人に
まで達している6 ）。そのため，多くの APP において，例え
ば自社 APP（全ての決済使用）とウィーチャット上 APP

（ウィーチャットペイの未使用）という形の二本立てでの
APP 展開をするケースが増えてきている。
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図 3　現在のスマホプラットフォーム

2-5　ニューリテールが生まれた背景
この様に電子マネーが急速に普及した中国において，ス

マホによる E コマースも急成長した。スマホを使った電子
マネーによる商品購入が一般的になるにつれ，商品購入が
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リアルであるのかネットであるのか，だけの違いとなり，
スマホを使った商品の購入に対してハードルが下がった事
も要因の一つとなっている。中国最大の E コマースイベン
トである双11（以下ダブルイレブン）においても，アリバ
バグループの E コマースサイト「天猫（T モール）」にお
いて，2018年のダブルイレブンでは 1 日の流通額が2,135億
元（約 3 兆5,228億円）となったが，その流通の実に90％以
上がスマホ経由である。

また，スマホ APP による消費者行動の変化において，
物販だけではなくサービスに関しても大きく成長した。動
画サイトやゲームなどのネットコンテンツは，電子マネー
の普及に伴い，少額課金決済が容易になり，それが若者を
中心にユーザー数を大きく伸ばしている。また，前項でも
述べた通り，スマホ APP は，リアルのサービス，例えば
飲食店のデリバリーサービスやシェア自転車などに関して
も，電子マネーを使い大きく成長をしている。この様に，
中国における電子マネーの普及は，単にキャッシュレス社
会を生み出しただけでなく，スマホ APP サービスの多様
化と圧倒的な質と量を生み出した。これが，ニューリテー
ルの基礎となった訳である。

３ ．ニューリテールにおける 
　　ビジネスフレームワーク

ニューリテールは，中国語で新零售（シンリンショウ）と
呼ばれ，元々は，2016年アリババ創業者である马云（以下
ジャックマー）が提唱した新しい Eコマースの形である7 ）。
全ての流通はネットとリアルが同化し，ユーザーはリアル
とネットを意識することがなくなる，という概念である。
中国では，今までの O2O からOMO へと進化を続ける中，
ジャックマーは，将来，EC 化率は50％を超えると予想し
ている。そして現在では，アリババグループとテンセント
グループの中国二大ネット企業を中心に，多くの企業が
ニューリテール化された流通に取り組んでいる。

3-1　アリババとテンセント
 中国のニューリテールをけん引しているのは，アリババ

とテンセントのネット大手二社である。この二社に共通し
ている点としては，

・電子マネーを有している
・E コマースを有している
・ネットサービス（スマホ APP）を有している
・リアル店舗へ拡大をしている

これらを全てトップシェアレベルで有しているという事で
ある。ニューリテールは，単に個別企業や店舗のネット

ではなく，流通全体のネット化である。そのため，単に
リソースを有するだけではなく，網羅性を持つリソースか
どうかが重要となってくる。この網羅性とは，ユーザー数

（市場網羅性）と質（サービス網羅性）を意味する。言い
換えれば，幅と深さであり，それを乗算した面積が，網羅
性と言える。中国の巨大ネット企業であるアリババとテン
セントは強みとする分野が違いながらも，ニューリテール
において必要な要素を共に広く網羅している。（図 4 ）

アリババは1999年に馬雲（ジャックマー）が創業した企
業である。BtoB 向けサービスである alibaba.com を立ち
上げ，コンシューマー向けサービスとして，中国国内 CtoC
サイトである淘宝（タオバオ）を開設，その後 BtoC サイ
トである天猫（T モール）を立ち上げ，中国 E コマースに
おける不動の地位を確立した。E コマースは，単にネット
による情報配信のみではなく，サプライチェーンや物流，
決済など，多岐に渡る事業を網羅するため，フロント側の
UI やコンテンツのみではなく，リアルと結びついた利便性
に関しても，アリババは積極的に取り組んできた。そのた
め，サービスに対しての質という面では，中国ネット企業
で他を寄せ付けないクオリティを有している。

アリババグループ

テンセントグループ

コンテンツ

サービスの質

Eコマース

サービスの量（ジャンル）

図 4　アリババとテンセントのカバー範囲

テンセントは1998年に馬化騰（ポニー・マー）が創業
した企業である。インスタントメッセンジャー QQ や微信

（Wechat）などのコミュニケーションツール・ SNS の最大
手であり，売上高では世界最大のゲーム会社で，スマホ
APP の収益でも世界最大を誇る企業である。また，PC・
スマホ APP 共に，ネットサービスに関して中国最大手で
あり，世界トップクラスの企業である。そのため，ネット
コンテンツに関してのユーザーニーズをくみ取るスピード
が速く，サービス展開も早いため，サービスの展開におけ
る分野の多さに関しては，中国ネット企業で他を寄せ付け
ない量を有している。
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ニューリテールにおいて，電子マネーをインフラとし
て，そこで生じるビックデータを活用した様々なサービス
を提供することにより，さらに電子マネーを流通させ，さ
らなるビックデータを取得し，それを次のサービスにつな
げるという循環モデルが確立されている。その中でアリバ
バとテンセントは，ユーザーへのサービス提供に関して，
それぞれの弱い点を企業買収という形で補っている。この
二社は，主なジャンルで，それぞれのサービスを展開し，
競争することで，よりユーザーに利便性の高いサービスを
提供し続ける要因となっている。（図 5 参照）

図 5　アリババグループとテンセントグループ　ニューリ
テール分野での競合表　　　　　　　　　　

3-2　ビックデータ活用によるサービスの発展
前項の様に，それぞれの分野において，トップシェアも

しくはそれに準ずるシェアを持つサービスを展開すること
により，個人アカウントに紐づいたビックデータがさらに
蓄積され，それを通じたさらなる利便性の高いサービス提
供となって，ユーザーに還元される仕組みが整っている。
例えば，アリババグループが提供する芝麻信用というスマ
ホ APP は，アリペイの利用履歴を通じて，年齢や学歴や
職業などの身分属性，過去の返済履歴などを含めた返済
能力，使用履歴や使用用途などによる信用履歴，SNS な
どでの交流関係による人脈関係，趣味嗜好や生活での行
動情報などの 5 項目により，個人スコアをつけ，そのスコ
アにより，様々なサービスが受けられる仕組みとなってい
る。これは，電子マネーを通じた個人信用情報であり，そ
の精度の高さから，中国政府公認の個人信用情報の一つに
までなっている。この信用情報を元にして，レンタルなど
のサービスを受ける際のデポジットが不必要になったり，
割引率や付加サービスが増えたり，一部の国においては海
外渡航へのビザ条件の緩和も行われる。もちろん，電子マ
ネー使用履歴から生み出されたビックデータは，個人情報
保護の観点から問題点が指摘されるものの，精度の高い

個人情報は，より利便性の高いサービスを提供する根拠と
なっている。

3-3　ニューリテールの構成要素
ニューリテールは，電子マネーをインフラとした流通の

ネット化である。膨大な電子マネー決済トランザクション
により生まれたビックデータが，より利便性の高いサービ
ス提供のために使われる。そのインフラの上に，E コマー
ス，スマホ APP サービス，リアル店舗での購買やサービ
ス，宅配や物流などのコンテンツがあり，それらコンテン
ツを通じて，企業とユーザー（消費者）がコミュニケー
ションをとっている。（図 6 ）

図 6　ニューリテール全体図

４ ．ニューリテールの発展

ニューリテールの概念を具現化したものとして，現在は
2 つの方向でサービス化されている。こちらに関しても，
先述のアリババとテンセントのサービス一覧の通り，同じ
方向性で 2 社共にサービスを展開している。 1 つはリア
ルとネットを完全融合させたモデルショップ（旗艦店型店
舗）ともう 1 つはニューリテールインフラを活用した小規
模小売店によるネットワーク化（加盟店型店舗）である。

4-1 旗艦店型店舗における発展
旗艦店型店舗モデルの事例として，アリババグループが

運営する盒马（以下フーマ）というスーパーがある。この
スーパーの特徴は，

・キャッシュレスレジ
・リアルとネットの一元化
・体験型コンテンツ

を実現している事である。
これらユーザーサービスにおける施策は，今までも O2O

の取り組みとして，数多くの企業が手掛けてきている。
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フーマはそれをさらに特化したものであるが，既存の枠組
みを超えたものではない。

この旗艦店型店舗の特出すべき点は，出店をする際に，
商圏範囲に住む地域の住民のデータを基に商品マーチャン
ダイジング（以下商品 MD）や売価，サービスなどを決定
していることである。今までの小売業における出店は，商
圏分析を行い，近隣店舗の同業者および関連性のある他業
者の店舗調査を行い，商品 MD を行う。フーマにおいて
は，近隣住民の電子マネーおよび E コマース利用履歴に
よるビックデータを基に商品 MD を行う。開店後において
は，今までの小売業では，ポイントカードなどを活用した
顧客 CRM や販売分析を活用した商品 MD の変更などを
行ってきた。しかし，フーマにおいては，店舗での購買行
動やネットからの注文履歴はもちろんの事，電子マネー利
用履歴によるその他店舗での購買行動および E コマース
利用履歴をもとに，顧客 CRM および商品 MD に活かして
いる点が，今までの小売業における分析・施策とは，精度
が異なる点である。そのため，フーマは，既存の同業種の
面積効率で約3.7倍 8 ）の売上を出している。

このように，ニューリテール時代の小売業は，単にその
企業単体が取得するデータによる顧客 CRM や商品 MD
ではなく，リアル・ネットにおける全ての購買履歴データ
を基に，分析・施策を行い，それにより，顧客の満足度を
今まで以上に向上させることが可能な仕組みであると言え
る。

4-2　小規模店舗ネットワーク型における発展
ニューリテールには，電子マネーの利用履歴やネット購

入履歴およびそこから生まれるビックデータというインフ
ラの上で，様々なサービスが運営されるという特徴があ
る。その点が，日本でも浸透しつつあるオムニチャネルの
概念との違いと言える。その方向性の一つとして，小売の
ネットワークモデルがある。

アリババグループでは天猫小店，テンセントグループで
は京東小店という加盟店型のネットワーク店舗を構築して
おり，その店舗数増加は急激に伸びている。今までのコン
ビニエンスストアに代表される FC モデルの加盟店形式と
の違いとしては，

・商品 MD および仕入が本部主導ではない
・高いロイヤリティーが発生しない
・本部権限が弱い
・サービスにおける統一性（強要性）が低い

などが挙げられる。
天猫小店，京東小店の加盟店条件は図 7 の通りである。

図 7　天猫小店・京東小店加盟条件

　
このように，加盟条件は，既存コンビニエンスストアよ

りかなりハードルが低く，加盟の際の費用に関しても既存
コンビニエンスストアに比べると約11％程度 9 ）となってい
る。元々地域に根差した小規模店舗が，E コマースの急速
な発展に伴い，経営が厳しくなっている。その小規模店舗
からみれば，生き残りをかけた戦略となり，ニューリテー
ルを推進する企業から見ると，ニューリテールを構築する
ための重要なパーツであるという関係がある。そのため，
お互いに相互依存・相互利益の関係が出来上がっているの
が特徴である。この点は，今までネットとリアルが対立関
係にあるとされてきた今までの流通の仕組みとの違いと言
える。

ニューリテールならではの特徴を見てみると，商品仕入
や提供サービスについて，既存の FC モデルとは大きく異
なっている。商品仕入れに関しては，天猫小店加盟店は
全仕入の30％以上をアリババグループから行う（京東小店
は規定なし。但し仕入は可能）となっている。これは先述
の通り，既存コンビニエンスストア加盟店では見られない
特徴である。また，この商品仕入れにも特徴がある。例え
ば天猫小店では，加盟条件の一つに挙げられている専用
POS システムの導入を行い，日々の店舗営業活動の中で
分析を行うのだが，単にその店舗の売上データからだけで
はなく，商圏内に住む住民の電子マネーの利用履歴やネッ
トの購買履歴などを基に，その店舗で何がいくらでどのく
らい売れるか，のサジェスト（提案）が POS 経由ででき
る様になっており，店主は，そのサジェストに従い，商品
MD の充実として，新規取扱商品を検討するが，その仕入
を T モールの零售通（LST，卸機能）から行うことができ
る。もちろん，その際に，売価もサジェストがあり，それ
に合わせた卸値が提示されているため，店主は安心して商
品仕入れができるのである。

また，提携で義務付けられるサービスとして，E コマー
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スサイトで販売している商品の取り扱い（特に冷凍食品な
どの配送に負荷のかかるもの）や，E コマースで買い物の
できない高齢者向けに代理購入を行ったり，配送拠点を兼
務したり，等がある。また，専用 POS システム導入が必
須である理由は，そのお店での購買履歴がまた別のサービ
スや小売に活かされるという点と，その店舗の商品データ
がネット化されているため，店舗近くの顧客が E コマース
サイトで注文した際に，わざわざ倉庫からの配送をしなく
ても，その店舗からすぐに配送（配達）できるという大き
な利点を生むためである。この様な通常のコンビニで義務
付けられるサービスとは異なる点も，ニューリテール時代
の加盟店のあり方を示しているものである。

図 8　天猫小店全体図

4-3　ニューリテールの発展における流通業の変化
このように，ニューリテール時代において，今までの先

進的とされてきた O2O モデル（日本ではオムニチャネル
モデル）ではなし得なかった，電子マネーをベースとした
リアルとネットの利用履歴を融合したビックデータをベー
スとした流通の仕組みができつつある。そのベースの上で
サービスを展開するリアルの小売業においては，ユーザー
とのリアル側の接点となり，単に商品を販売するだけでな
く，様々なネットサービスのリアル側の窓口や場合によっ
てはショールーム的な役割を担い，また，その小売店舗の
POS データと連携し，いわゆるラストワンマイルを埋める
物流機能としても大きな役割を担うと考えられる。その意
味では，今までの大手コンビニ流通によるサプライチェー
ンとサービスの統一化による規模の拡大による展開とは
違った，新しい流通の仕組みが生まれているともいえよう。

５ ．ニューリテールが我が国に与える影響に　
関する考察　　　　　　　　　　　　

今回，中国におけるニューリテールが生まれた背景とそ
のビジネスモデルについて明らかにした。ニューリテール
とは，アメリカや日本における最近の E コマース進化の過
程で生まれたオムチャネルという概念でのユーザーと事業
者の関係とは違い，流通自体がネット化をし，それにより
ユーザーにとって最適な事業者との関係を作るという概念
である。

我が国においても，今後電子マネーの普及が進み，そ
れに伴った購買やサービス利用に関するビックデータが生
まれ活用されることにより，ニューリテールの基盤が急速
に整備されると思われる。中国とまったく同じ発展をする
かどうかはわからないが，発展の方向性や必要要件があら
かじめ想定できるため，リアル・ネットを含む流通業事業
者はそれに対しての準備と対策をしておくことが可能とな
る。ニューリテール時代において，牽引者となるための準
備と対策に関しては，下記の様な施策が想定される。

a）　電子マネーとの関わり
　　・電子マネー発行者となる
　　・電子マネー発行者との提携
　　　―電子マネーとポイントの連携
　　　―電子マネー APP との API 連携
b）　ビックデータおよびネットワークの構築
　　・�E コマースの膨大な購入履歴を広く集める仕組み

の構築
　　・�電子マネー使用履歴以外に購買データを広く集め

る仕組みを構築
　　・�POS システムなどを利用した小規模店舗のネット

ワーク構築

5-1　電子マネーとの関わり
電子マネーはニューリテールにとって全てのインフラと

もいえる存在である。そのインフラとなることが，ニュー
リテール時代において牽引者となる近道であることは間違
いない。ただ，電子マネーのインフラとして成功するため
には多くの障壁がある。利用率と流通額が，インフラと呼
べるだけの規模になることが必須であり，そのポジション
を取れない電子マネーは消滅もしくは吸収されていく運命
となる。そのため，電子マネー発行者となる選択肢はリス
ク，リターン共に大きいものとなる。

それに対して，電子マネー発行者との提携という選択肢
がある。例えば，流通企業において自社ポイントまたは提
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携ポイントグループに加盟している場合，そのポイントと
電子マネーを連携させるという仕組みが可能である。現在
は，電子マネーとポイントを等価交換することは，法律の
問題で，預託金の割合も違うため，簡単に行うことはでき
ない。中国とは違い，ポイント制度が発展し，ユーザーに
とっての支持率の高い日本においては，電子マネー使用時
のインセンティブとして，ポイントを活用することは十分
にあり得る。

電子マネーとの連携に関しては，スマホ APP と連携
（API 連携）した仕組みを持っておくことも重要である。
連携にも深度があり，最も軽い連携では，単に決済手段の
一つとして組み込むというパターン。最も重い連携では，
電子マネー側 APP 上で動くミニプログラムという形での
連携方法となる。後者に関しては，提携する電子マネーの
シェアに依存する形となってしまうリスクは高いが，その
電子マネーの専属サービスとなり，自動的にユーザーが利
用するサービスと成り得る。また，先述の通り，APP イン
ストールの壁と決済情報含む個人情報入力の壁がなくなる
という最大のメリットがある。

5-2　ビックデータおよびネットワークの構築
ニューリテールにおけるインフラは電子マネーである

が，その電子マネーの本質は購買履歴に基づくビックデー
タである。そのため，電子マネー事業側でなくとも，購
買履歴に基づくビックデータを有していることにより，
ニューリテールのインフラと成り得ることができる。

その一つが，E コマースの膨大な購入履歴を広く集める
仕組みの構築である。ここでいう，膨大な購入履歴の定
義としては，E コマースにおいて誰もが利用するレベルの
規模でなくてはならない，ということである。中国の例で
いうと，この規模感を実現しているのは，アリババグルー
プの天猫（T モール）とテンセントグループの京東（JD）
ぐらいである。それぞれの市場占有率は天猫が52.73％，
京東が32.5％となっており，3 位の唯品会の3.25％，4 位
の蘇寧の3.17％10）を大きく引き離している11）。今の日本に
おいて，市場占有率10％以上をクリアしている企業は，
amazon，楽天，ヤフー（ショッピング＋オークション）の
3 つのみである。この 3 つの企業の E コマースにおける購
買履歴とリアル側の膨大な購買履歴データを有する企業が
提携すれば，ニューリテールのインフラと成り得るビック
データを有することになる。

ではこの E コマース 3 社以外はどのようにしたらよいの
であろうか。それは，網羅性のある購買データを広く集め
る仕組みを構築することである。可能性のある企業は 2 つ
考えられる。 1 つは地域限定の強みを持ったサービスを運

営する企業，もう 1 つは購買履歴を自社での販売のみに
頼らず取得することが可能な企業である。 1 つ目の地域限
定に関しては，ニューリテールにおいて，市場占有率がポ
イントとなる理由でもある網羅性が担保できる。リアル，
ネットにおける購買データを基にしたビックデータは，母
数に占める利用者の割合と利用頻度の乗算である。その
ため，地域を限定したドミナント戦略をとる企業において
は，当該地域においてのみ，網羅性を持った購買履歴デー
タを有することになる。さらに，ネット購買履歴データを
有する企業との提携により，ニューリテールのインフラと
成り得るビックデータが構築できる。また，個人情報の取
り扱いに関しての障壁をクリアできれば，クラウドタイプ
の POS システムなどを利用した小規模店舗のネットワーク
を有する企業においても，一定以上のシェアを有すれば，
リアル側の膨大な購買履歴データを有することが可能とな
り，ネット購買履歴データを有する企業との提携により，
ニューリテールのインフラと成り得るビックデータが構築
できると考えられる。

６ ．まとめ

今回，中国ニューリテールの発展とそのビジネススキー
ム，および今後日本で考えられるニューリテールの影響と
対応施策に関して，体系立てて実態を明らかにした。今
後，リアル側もネット側も，購買履歴に関する一定以上の
シェアを網羅したビックデータを有する企業および提携し
た企業連合により，ニューリテール化が進んでいくものと
思われる。現在，小売業は，オムニチャネルという顧客を
中心とした新しい流通の形に急速に変化を遂げている。こ
の流れの先には，電子マネーをインフラとした購買履歴の
ビックデータによるニューリテールという流通のネット化
がある。

ニューリテール化が進むと，ビックデータのインフラを
有しない企業においては，リアル店舗の顧客に対する販売
の場という側面が薄れていき，ショールームやサービス拠
点としての顧客接点の場であり，物流のインフラの一部と
しての倉庫機能としての場と変化を遂げることが予想され
る。ただそれは，今までの様な「ネット対リアル」という
対立構造ではなく，中国ニューリテールの小規模店舗ネッ
トワーク型に見られるように，相互協力構造が生まれ共生
し合える可能性もある。企業としては，どちらの方向に進
むのかを明確にした上で，これから爆発的な普及が予想さ
れる電子マネーとの関わり方とそれに伴う連携施策を明確
にし，時代の流れに取り残されずに生き残り，事業を発展
させていく企業戦略を今から準備をしておく必要性が高く
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なっている。

注
1 ）　電子商取引に関する市場調査（経産省）
2 ）　艾瑞咨询データより試算 ,1元 =16.5元換算※以下円換算

も同様
3 ）　2018年8月時点艾瑞咨询調べ
4 ）　2018年8月時点 科技泛海調べ
5 ）　2017年末時点の推計
6 ）　阿拉丁小程序统计平台調べ。利用者数は toC ユーザー

数
7 ）　2016杭州 · 云栖大会・马云演説にて
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